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研究成果の概要（和文）：　本研究は、IPR（太平洋問題調査会）に注目して、戦間期における国際主義知識人
のトランスナショナル・ネットワークの政治的側面の分析を行った。
　日本IPRによる満洲国のIPRへの加盟推進、日本の抑止を目的としたオランダIPR・フランスIPRによるアメリカ
IPRへの接近、カーターIPR国際事務局長とアメリカ国務省の関係、中国政府、特に蒋介石によるIPRへの積極的
な接近（金九の亡命政権、自由タイのIPR加盟推進）、ソ連IPRの設立過程およびソ連政府内での位置づけ、など
がマルチアーカイヴァル・アプローチにより明らかになったと言える。

研究成果の概要（英文）：This study analyzed the intellectuals’ transnational networks during the 
inter-war period with focusing on the IPR (Institute of Pacific Relations). 
As a result, some important political aspects were pointed out. Firstly, Japanese IPR sought to 
promote the “recognition” of Manchukuo by establishing Manchukuo IPR. Secondly, the Chinese 
Government, especially Chiang Kai-shek, utilized IPR for his foreign policy by establishing Korean 
(Kim Koo) IPR and Free Thai IPR. Thirdly, the Soviet Government had established Soviet IPR in 1934 
to secure another channel to the United States while official US-Soviet relations deteriorated. 

研究分野：外交史

キーワード： 国際政治史　非政府組織　知識人　IPR　満州国承認　米ソ関係　蒋介石　エドワード・カーター
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１．研究開始当初の背景 
 「太平洋問題調査会（IPR）」に関する研究
は 、 赤 見 友 子 （ Tomoko Akami, 
Internationalizing the Pacific, 2002.）によ
り大きく前進した。IPRには、IPR研究のパ
イオニアである片桐庸夫（『太平洋問題調査
会の研究』2003 年）が注目してきた民間国
際交流とは異なるきわめて政治的な側面が
あることが明らかになったのである。赤見は、
思想史的アプローチにより IPR が国家中心
志向の知識人の団体であることを解明した
と言える。 
これに対して申請代表者は、IPRと各国政
府の関係に実証史学的アプローチによる分
析を行った。拙稿「戦間期アジア・太平洋と
国際的民間団体」は、ホーンベック文書、カ
ーター文書、IPR 文書の分析により、1939
年の外遊においてカーターIPR国際事務局長
が対日経済制裁、ソ連と英仏の同盟交渉、中
国の抗日支援などのアメリカ政府の重要な
対外政策に関連した情報収集および対外宣
伝に関与していたことを明らかにした。 
 IPRの各支部（National Council）も各国
政府の広報外交と深く結びついており、たと
えば、日本にとっては、発足当初においては
排日移民法の不当性、満洲事変以降において
は対中政策の正当性をそれぞれ国際社会に
訴える場となっていた。同様に、中国にとっ
ては対中支援獲得、イギリスにとっては中国
問題解決のための英米協調獲得をめざす場
であった。このような理解で IPRをとらえた
とき、第二次世界大戦に至る時期のアジア・
太平洋地域において IPR というトランスナ
ショナル・ネットワークが果たした政治的役
割はきわめて重要であったと言えるが、IPR
の国家間関係への関与に関する実証的研究
はほとんど行われていない。 
申請代表者は、基盤研究Ｃ「戦間期アメリ
カのアジア・太平洋秩序形成をめぐる国際的
非政府組織と国務省の関係」（研究費とその
成果欄参照）において、1933 年に IPR 国際
事務局長に就任したカーターが、IPRという
地理的にきわめて広汎なトランスナショナ
ル・ネットワークに属する諸都市を縦横無尽
に飛び回ることにより IPR の地理的な困難
を補完していたことに注目した。カーターは、
1934年から1939年までの6年5ヶ月のうち、
実に 2年 7ヶ月を米国本土以外で過ごしてい
る。しかも、その訪問先は、アジア・太平洋
地域にとどまらず、ロンドン、モスクワ、ジ
ュネーブ、ベルリンなど国際政治の中心地全
般に及んでいた。そこには、IPRの本来の活
動を越えた動きが散見されるのである。それ
は、カーターを迎える諸都市にとって、彼は
一民間人であるにも拘わらずアメリカを象
徴する存在とみなされ、各国政府首脳が彼に
接近を図ったからである。したがって、カー
ターの諸都市訪問で接触した人物やその目
的を分析することにより、IPRの政治的役割
を明らかにすることが出来ると考えた。 

２．研究の目的 
本研究の目的は、1930年代および 1940年
代のアジア・太平洋国際関係におけるトラン
スナショナル・ネットワーク「The Institute 
of Pacific Relations（太平洋問題調査会）」の
果たした政治的役割を実証的に分析するこ
とにある。第一次世界大戦後、非ヨーロッパ
をも対象に含めることで新たな段階に達し
た国際主義が隆盛となり、国境を越えた知識
人のネットワークがさまざまな形で形成さ
れた。本研究は、IPRというアジア・太平洋
地域に焦点を当てたトランスナショナル・ネ
ットワークの活動実態を実証的に分析する
ことにより、アジア・太平洋戦争に至る過程
と戦後秩序形成におけるトランスナショナ
ル・ネットワークと諸国家の相互作用の解明
をめざすものである。 

 
３．研究の方法 
本研究は、マルチ・アーカイヴァル・アプ
ローチをとる実証的研究として実施した。ア
ジア・太平洋地域に深い関係を持つ日本、米
国、イギリス、カナダ、中国（中華民国）、
タイ各国の一次史料を幅広く収集・分析した。 
史料収集・分析にあたっては、英語圏は主
に研究代表者が、中国語圏の史料は研究分担
者(家近亮子）がそれぞれ担当した。研究会
の開催により、定期的に意見交換し、分析結
果を共有することに努めた。また、ロシア史
研究者に依頼し、ロシア語一次史料および専
門的知見の提供を受けた。 
 
平成 26 年度は、イギリス政府の満洲問題
への対応におけるイギリス IPR の役割（研究
目的欄：第一の課題）を分析するために、両
名でイギリスでの史料収集を行った。 
（１）ブリティッシュ・ライブラリー（ロン
ドン）：研究代表者は、Diaries of Sir 
Frederick Whyte を調査し、ホワイトとその
周辺のイギリスIPR関係者の満洲問題への対
応に関連する文書を収集した。分担者は、蒋
介石とチャーチルに関連する史料の発掘を
行った。 
（２）イギリス国立公文書館（ロンドン）：
研究代表者は、外務省ファイル（FO）を中心
に調査し、特に FO395（情報政策関連）の中
にクリストファー・チャンセラーの活動に関
する重要な史料を見いだした。 
（３）ロンドン大学東洋アフリカ研究所図書
館（ロンドン）：研究代表者は、Swire Papers
を調査し、ホワイトやケジック兄弟（ジャー
ディ・マセソン商会）、ローズ（英米煙草会
社）ら IPR に関与していた人物の活動を明ら
かにする文書および中国ビジネス関係者の
国際政治への関与を示す文書を収集した。 
（４）ロイター文書館（ロンドン）：イギリ
スの国際通信社ロイターの文書から、クリス
トファー・チャンセラーの対日、対中関係に
関わる史料を収集した。 
（５）ケンブリッジ大学（ケンブリッジ）：



研究代表者は、Jardine Matheson Papers を
調査し、松本重治（同盟通信社）とケジック
らイギリスIPR関係者の協力関係を示す史料
や満洲問題、日中戦争への対応に関連する文
書を収集した。 
 
平成 27 年度は、米国政府の対日経済制裁
方針に対して、中国政府が中国 IPR および国
際 IPR を通じて与えた影響（研究目的欄：第
二の課題）を分析するために、台湾およびア
メリカでの史料調査を行った。 
（１）国史館および中央研究院（台湾）：研
究分担者は、中国国民政府・国民党文書を調
査し、対日経済制裁問題に関する中国政府外
交部のIPRへの働きかけを示す史料を収集し
た。 
（２）米国立公文書館（米国メリーランド
州）：研究代表者は、国務省関係文書を調査
してこれまで収集した史料の分析によって
生じた新しい論点を補強するとともに、軍部
関係文書において戦後秩序形成に関する IPR
関係者の発言・報告書などの史料を収集した。 
（３）米議会図書館（米国ワシントン DC）：
Roy W. Howard Papers および Phillip Jessup 
Papers を調査し、ハワード（UP 通信社）と
ジェサップの国際政治への関与を示す史料
を収集した。 
（４）ハーヴァード大学文書館（米国ボスト
ン）：ジェローム・グリーン文書を調査し、
グリーンの対日に関係への関与、日本の IPR
関係者との人脈を示す史料を収集した。 
 
平成 28 年度は、前年度に収集した中国側
史料の分析に基づき、米国政府内の「対日強
硬派」形成過程およびイギリス政府の対日妥
協断念に至る過程における IPR の役割（研究
目的欄：第三の課題）を分析するために、ハ
ワイ、韓国での史料調査を実施した。 
（１）ハワイ大学マノア校文書館（ホノル
ル）： 研究代表者は、IPR Papers を包括的に
調査し、ソ連IPRに関連する文書を収集した。
また、IPR と関連の深い Pan Pacific Union
の史料も閲覧した。 
（２）金九記念館、韓国国立中央図書館（ソ
ウル）、国家記録院（太田）：研究分担者は、
蒋介石がIPRを媒介として金九の亡命政権を
支援したことを示す史料を収集した。 
 
平成 29 年度は、1940 年代にアメリカ政府
の要職に就いたアメリカとカナダのIPR関係
者および蒋介石がIPRを媒介として戦後秩序
形成に与えた影響（研究目的欄：第四の課題）
を分析するための史料をカナダ、タイで収集
した。 
（１）カナダ国立公文書館（オタワ）：研究
代表者は、カナダ外務省文書（RG25）中の IPR
関連史料および Mackenzie King Papers, 
Nroman MacKenzie Papers, Bennett 
Papers などを調査し、IPR 関係者の戦後秩
序形成に関する発言・報告書などの史料を収

集した。 
（２）マニトバ大学図書館（ウイニペグ）：
研究代表者は、カナダ IPR の中心人物である
デイフォーとターの文書を調査し、戦後秩序
形成および対日政策に関連する史料を収集
した。 
（２）タイ国立図書館（バンコク）：研究分
担者は、タイで発行された華語新聞を調査し、
蒋介石が IPR を媒介として「自由泰」を支援
したことを示す史料を収集した。 
   
４．研究成果 
本研究は、IPR（太平洋問題調査会）に注
目して、戦間期における国際主義知識人のト
ランスナショナル・ネットワークの分析を行
った。 
まず、これまで日本の研究においては、善
隣友好をめざした非政治的な民間外交とし
て研究されてきた「太平洋問題調査会」の政
治的側面に焦点を当て、東アジア国際政治に
とって重要なアクターであったことを示し
た。日本 IPR は満洲国の IPR への加盟を推進
しており、逆にオランダ IPR やフランス IPR
はアジア植民地への日本の進出を抑止する
ためにアメリカIPRに接近したことが明らか
になった。また、カーターとアメリカ政府に
早い時期から複雑ながらも一定の関係があ
ったことも明らかにした。【雑誌論文⑤⑥⑧】 
これらの研究成果は、2016 年の国際政治学
会において部会報告を行い、IPR 研究の新た
な潮流として提示した【学会発表③】。さら
に、研究を遂行する中で IPR の広報外交との
関係を実証的に解明した【学会発表④⑥、雑
誌論文③④⑦】。 
IPR というアジア・太平洋地域のネットワ
ークの起点は、米国の排日移民法に憤慨する
日本人の感情に寄り添い手を差し伸べよう
とするアメリカ人知識人の活動であった。し
かし、活動の中心が次第に日本の対中国政策
批判へと移行する過程で、中国政府が IPR に
注目した。本研究を通じて、特に蒋介石が自
国の対外政策にIPRを利用しようと意図して
積極的な接近を図り、広報外交の舞台として
利用しただけでなく、金九の亡命政権、自由
タイを IPR に参加させることを通じて、戦後
秩序への影響力を高めようとしていたこと
が明らかになった【雑誌論文①】。 
また、これまで IPR 側が招致に熱心であっ
たことのみが知られていたソ連IPRの設立過
程およびソ連政府内での位置づけを明らか
にすることが出来た。当初、ソ連政府は IPR
への関与に消極的でむしろ独自にネットワ
ークを形成することをめざしていたが、米ソ
の政府間関係が悪化する中で、ソ連政府がも
う一つのチャネルとしてIPRに注目したこと
が 1934 年のソ連 IPR 設立につながり、ロー
ズヴェルト政権中枢へのチャネルとして一
定の役割を果たしたと言える。【雑誌論文②】 
さらに、カナダ IPR に関して、元来日本人
移民に批判的であった彼らが、アメリカの対



日強硬派が結束を強めていった流れを明ら
かにするための端緒を得た。 
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